      　　研究拠点形成事業（B.アジア・アフリカ学術基盤形成型）申請書（案）  　　　　　　　   　
      　　研究拠点形成事業（B.アジア・アフリカ学術基盤形成型）申請書　　  　　　　　　　

【日本側コーディネーター及び拠点機関名】　　　　　※本ページは採用後公開されます。
＊電子申請システムで入力した名称と一致させてください。
	日本側拠点機関名
	

	日本側コーディネーター所属・氏名
	

	研究交流課題名
	

	相手国及び拠点機関名
	


研究交流計画の目標・概要
	［研究交流目標］交流期間（最長３年間）を通じての目標を記入してください。実施計画の基本となります。


	［研究交流計画の概要］①共同研究、②セミナー、③研究者交流を軸とし、研究交流計画の概要を記入して

ください。



※本ページは、採用後公開されます。
	［実施体制概念図］本事業による経費支給期間（最長３年間）終了時までに構築する国際研究協力ネットワークの概念図を描いてください。



１．【重要性・必要性】

	（１）研究交流課題の学術的重要性



	（２）研究交流を実施する意義

「アジア・アフリカ地域に特有、又は同地域において特に重要であり、かつ、我が国が重点的に研究することが有意義」と考える点について記入してください。また、国内外における現状と動向を踏まえ、日本側拠点機関が主導的に相手国機関と交流を行う必要性・重要性を記入してください。



	（３）研究交流課題の学術的成果

本事業による経費支給期間の終了時に期待される成果について、学術的観点から記入してください。



	（４）国際研究交流実績及びその実績と本申請課題との関係

①　日本側コーディネーターが、本会の国際交流事業注１）を現在実施中、あるいは過去５年間（平成２４年度～平成２８年度）に採択されたプログラムで研究代表者等を務めたことのある場合には、それらの事業全てを記入してください。　
＊該当のない場合には「該当なし」と記入してください。

＊事業名・課題名・交流相手国・採用期間・役割（研究代表者、コーディネーター、スピーカー等）を全て記入してください。



	②　これまでの国際的な研究交流活動の実績（①を含む）と本申請課題との間に関連性がある場合は具体的に記入してください。




注１）　ここで言う本会の国際交流事業とは次の通りです。
二国間交流事業（共同研究・セミナー）、特定国派遣研究者事業、日中医学交流事業、アジア学術セミナー、国際共同研究事業（スイスとの国際共同研究プログラム(JRPs)、国際共同研究教育パートナーシッププログラム（PIREプログラム）、欧州との社会科学分野における国際共同研究プログラム（ORAプログラム）、多国間国際研究協力事業（G8 Research Councils Initiative）、国際化学研究協力事業（ICCプログラム）、災害からの回復力強化等に関する領域横断的研究協力事業）、日中韓フォーサイト事業、日独共同大学院プログラム、先端科学（FoS）シンポジウム、リンダウ・ノーベル賞受賞者会議派遣事業、ＨＯＰＥミーティング、先端研究拠点事業、アジア研究教育拠点事業、アジア・アフリカ学術基盤形成事業、研究拠点形成事業、論文博士号取得希望者に対する支援事業、外国人研究者招へい事業、国際研究集会、若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）、組織的な若手研究者等海外派遣プログラム、頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム、頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム、若手研究者ワークショップ（ブラジル）。

２．【若手研究者育成への貢献】

	申請機関と相手国機関が連携して実施する若手研究者を育成するための具体的計画について記入してください。特に組織的な教育体制や体系化された育成プログラムを実施する予定がある場合には必ず記入してください。



３．【日本側実施体制】

	（１） 申請機関のこれまでの研究教育活動の実績・特色に触れながら、本事業により構築する中核的研究拠点の体制が申請機関の研究教育活動においてどのように位置づけられるか、記入してください。

なお、現在、他制度での機関支援型事業注２）の助成を受けている（または見込みの）場合、今回申請の本事業との関連性があるときには、それらとの相違点も含めて、関連性を記入してください。




注２）機関支援型事業とは、研究者個人に交付される研究費等ではなく、研究機関に対して助成される事業です。世界トップレベル研究拠点プログラム（WPIプログラム）、大学の世界展開力強化事業等が挙げられます。また、本会国際交流事業の中では、「日独共同大学院プログラム」、「研究拠点形成事業」、「日中韓フォーサイト事業」、「頭脳循環を加速する若手研究者戦略的海外派遣プログラム」及び「頭脳循環を加速する戦略的国際研究ネットワーク推進プログラム」が該当します。
	（２） 日本国内での本研究交流活動の実施体制について、日本側の研究者の役割及び日本側拠点機関における事務支援体制も含めて記入してください。なお、２ページの実施体制概念図を踏まえて記入ください。


	（３） 日本国内における研究協力体制の将来構想

本事業による経費支給期間（最長３年間）の終了後、日本国内において構築した研究協力体制を申請機関として如何に維持・発展させていくかについての展望を記入してください。なお、２ページの実施体制概念図を踏まえて記入してください。



	（４） 日本側コーディネーターの研究業績等

①　申請計画に関連する分野での研究実績



	②　研究・教育歴



	③　受賞歴等

受賞名及び受賞年度、国際会議発表状況（基調講演、招待講演等を特記）、学協会における役職等の積極的に提供すべき情報を記入してください。




	④　研究業績

下記の項目等についてコーディネーターが中心的な役割を果たしたもののみ項目に区分して記載してください。コーディネーター名にはアンダーラインを付してください。

(a) 学術雑誌等（紀要・論文集等も含む）に発表した論文又は著書（査読の有無を区分して記載すること。査読がある場合、印刷済及び採録決定済のものに限り、査読中・投稿中のものは除く。）

著者（コーディネーターを含む主な著者全員の氏名を、論文と同一の順番とする）、題名、掲載誌名、発行所、巻号、pp開始頁－最終頁、発行年をこの順で記入すること。　

(b) 国際会議における発表（口頭・ポスターの別、査読の有無を区分して記載すること）

著者（申請者を含む全員の氏名を、論文等と同一の順番で記載すること）、題名、発表した学会名、論文等の番号、場所、月・年を記載すること。発表者に○印を付すこと。

(c) 国内学会・シンポジウム等における発表： (b)と同様に記載すること。



	（５） 日本側参加研究者の研究業績等

申請課題の内容に限ることなく、最近５か年に発表した主な学術研究論文・図書について、３．（４）-④にならい、研究者ごとに５件以内・発表年次の順に記入してください。ただし、参加研究者が多数の場合は、中核となる研究者を抽出し、このページに収まるようにフォントサイズ調整等の上、記入してください。



４．【相手国機関とのネットワークの構築】

	（１）相手国拠点機関の特色、研究業績を踏まえて、相手国拠点機関の選定理由を記入してください。



	（２）準備状況

相手国拠点機関及び相手国側コーディネーターとの、本事業に係る準備状況について記入してください。なお、相手国側学術振興機関との連絡状況及び予算獲得見込みについても触れてください。

また、すでに大学間・研究科間等で相手機関と協定を締結し、交流している場合には、締結年月、協定の内容及び協定に基づく交流状況についても記入してください。


	（３）申請機関が相手国拠点機関とどのような研究協力体制の構築を目指しているのか、また、構築した体制をどのように持続・発展させていくかについて、記入してください。なお、２ページの実施体制概念図を踏まえて記入してください。



５．【研究交流計画】

	（１）研究交流計画　①共同研究、②セミナー、③研究者交流を軸とし、研究交流計画の概要を年度別に記入してください。

【平成２９年度】


	【平成３０年度】



	【平成３１年度】




（２）交流人数

1 共同研究及び研究者交流実施による研究者の交流人数

	年　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	平成３１年度

	派遣先

派遣元
	日本
	国名１
	国名２
	国名３
	国名４
	派遣合計
	日本
	国名１
	国名２
	国名３
	国名４
	派遣合計
	日本
	国名１
	国名２
	国名３
	国名４
	派遣合計

	日本
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国名１（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国名２

（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国名３

（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	国名４（　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	受入合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注意）

１　1か国につき1行（列）で記入してください。国が５以上となる場合には、このページに収まるようにフォントサイズ等調整の上、行（列）を追加してください。
２　相手国以外への派遣については、国際学会等での本事業の研究成果の発表や、フィールドワーク、資料収集を目的とした場合、それに要する経費の支出が認められる場合があります。該当がある場合は、相手国以外への派遣についても記入してください。
2 セミナー開催地及び参加人数

	年度
	開催地
	日数
	参加人数

	参加者内訳
＊下記（注意３）を参照

	平成２９年度
	
	日間
	人
	

	平成３０年度
	
	日間
	人
	

	平成３１年度
	
	日間
	人
	

	総　計
	
	
	人
	


注意）

１　セミナー開催地は、原則日本及び相手国とします。

２　「参加者内訳」には、参加国ごとに、本事業経費による参加人数を記入してください。なお、本事業経費以外の経費による参加者がある場合には、カッコ書きで記入してください。
３　相手国以外からの参加者がある場合も記載してください。なお、相手国以外からの参加者に本事業経費を使用する場合は、５．【研究交流計画】（１）交流計画の概要　等に、経費支出の必要性等がわかるよう記載してください。
４　年度中に複数のセミナーを実施する場合は、このページに収まるようにフォントサイズ等調整の上、適宜行を追加して記入して
ください。
（３）他制度での助成等の有無

①　日本側コーディネーター及び主な参加研究者について、他制度から助成等を受けている場合（申請中及び申請予定のものを含む）、主なものを記入してください。記入内容が事実と異なる場合には、採用されても後日取り消しとなる場合があります。
②　助成プログラム名ごとに、研究課題名、研究資金の額、研究期間、本人の役割（代表者、共同研究者等）を明記してください。
③　コーディネーターが実施中の本会国際交流事業については、１．（４）で記入してください。
	【日本側コーディネーターの受けている助成等】


	【主な日本側参加研究者の受けている助成等】




（４）本事業以外の日本側研究費の主要財源　

	財源の種類
	金額（千円）
	期　間
	備　考

	
	
	
	


注意）　１　「主要財源」とは、本事業の研究交流活動に使用することができる機関独自の特別配分経費、科学研究費補助金、その他の補助金等をいいます。

　　  ２　本事業における交流実施期間中に係る主要財源を対象とし、「期間」欄には該当する年度を記入してください。なお、現在申請中または将来申請を計画している場合も、その旨「備考」欄に併記のうえ記入してください。

　　　  ３　科学研究費補助金については、その種目及び課題名を「備考」欄に記入してください。

（５）相手国側マッチングファンド（該当ある場合のみ、申請予定を含む）　
	1) 相手国側研究機関名
	2) 相手国側申請先学術振興機関名
	3) プログラム名
	4) 申請状況

	5) 支給（予定）

期間

	6) 支給（予定）総額


	
	
	
	　 
  申請予定・申請

　済・交付決定済
	　　

　　　　年　月　日

～      
年  月  日
	現地通貨

日本円換算額

　　　　　千円

	
	
	
	　　
申請予定・申請済・交付決定済
	　　

　　　　年　月　日

～      
年  月  日
	現地通貨

日本円換算額

　　　　　千円

	
	
	
	　　
申請予定・申請済・交付決定済
	　　

年　月　日

～     
 年  月  日
	現地通貨

日本円換算額

　　　　　千円


注意）

１　2)の相手国側申請先学術振興機関名は、英語で記入してください。

２　4)の申請状況の各項目については、「申請予定・申請済・交付決定済」のいずれかを選択してください。
３　支給期間が平成２９年４月以降にかかるファンドを記入してください。（平成２９年３月以前に支給期間が終了するものは記載不可）
４　6)の支給（予定）総額には、5)の支給期間で受領する金額の総額を、相手国の通貨による金額及び日本円換算額で記入してください。
５　上記欄で足りない場合には、このページに収まるようフォントサイズの調整の上、適宜行を追加して記入してください。
６．事務担当者連絡先
＊原則として、当該機関事務局の担当部課とし、責任者は課長相当職、担当者名は係長相当職とします。採用結果及びその他事務連絡先となります。
	部課名
	

	所在地
	〒

	責任者名
	

	職名
	

	電話番号
	

	Email
	

	担当者名
	

	職名
	

	電話番号
	

	Email
	


　
1　　　　　　　　　　　　　　　（平成２３年度）
一般国民に理解できるよう、平易な言葉で記入してください。
この様式は、独立行政法人日本学術振興会において定められたものです。様式の改変はできません。
15　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２９年度）
一般国民に理解できるよう、平易な言葉で記入してください。

この様式は、独立行政法人日本学術振興会において定められたものです。様式の改変はできません。

